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平成１６年３月期 中間決算短信（連結）          平成15年11月10日 
 

上場会社名 株式会社ケーズデンキ      上場取引所  東 
コード番号 ８２８２            本社所在都道府県  茨城県 
（ＵＲＬ http://www.ksdenki.coｍ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長   氏 名 加 藤  修 一 
問合せ先責任者 役職名 執行役員秘書室長  氏 名 橋 本  順四郎   ＴＥＬ (029)226-2794 
中間決算取締役会開催日 平成15年11月10日 
米国会計基準採用の有無   無 
 
１．平成15年９月中間期の連結業績（平成15年４月１日～平成15年９月30日） 
（１）連結経営成績                              （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
平成15年９月中間期 102,350 （ 10.1） 1,149 （△25.0） 2,615 （△ 4.3） 
平成14年９月中間期 92,990 （ 12.3） 1,531 （ 142.1） 2,731 （ 37.4） 

平 成 15年 ３ 月 期 194,936  2,916  5,283  
 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

 百万円   ％ 円   銭 円   銭 
平成15年９月中間期 1,039 （  86.2）  50   26  50   20 

平成14年９月中間期 558 （  1.4）  32   30  32   26 

平 成 15年 ３ 月 期 1,920  111   02 110   95 
(注)①持分法投資損益      平成15年９月中間期 68百万円    平成14年９月中間期 ８百万円    平成15年３月期 ８百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 平成15年９月中間期 20,683,956株 平成14年９月中間期 17,285,459株 平成15年３月期 17,296,988株 
  ③会計処理の方法の変更    無 
  ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 
平成15年９月中間期 71,971 29,342 40.8 1,429      87 
平成14年９月中間期 58,382 27,499 47.1 1,588      71 

平 成 15年 ３ 月 期 68,745 28,847 42.0 1,666      71 

(注)期末発行済株式数(連結) 平成15年９月中間期 20,520,875株 平成14年９月中間期 17,309,155株 平成15年３月期 17,308,228株 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
平成15年９月中間期 △  657 △ 3,684 3,692 970 
平成14年９月中間期 1,576 △ 2,040 △   63 2,068 

平 成 15年 ３ 月 期 3,043 △ 6,687 2,667 1,618 
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 ３社    持分法適用非連結子会社数 －社    持分法適用関連会社数 ２社 

 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連 結（新規）  －社  （除外）  －社  持分法（新規）  －社  （除外）  －社 

 
２．平成16年３月期の連結業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
通 期 225,000 6,300 3,050 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 148円 63銭 
 
※上記の予想は、現時点で入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る現時点における仮定を前提としておりま
す。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。上記の予想に関する事項につきましては、添付資
料の５ページをご参照ください。 
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１．企 業 業 集 団 の 状 況 

 

１．事業の内容 

当企業集団は㈱ケーズデンキ（当社）、子会社３社、関連会社２社及びその他フランチャイズ契約加盟店によ

り構成されており、事業は、家庭用電気製品、及びパソコン並びにその周辺機器、携帯電話等を取扱う家電量販

店として多店舗展開しており、国内家電メーカー又はその卸売会社等から、当社の本社で一括仕入を行い当社、

㈱東北ケーズデンキ（子会社）、㈱セブンデンキ（関連会社）及びその他フランチャイズ契約加盟店の店舗を通

じて消費者に販売しております。なお、㈱モバイルシステムひたちなか、からは携帯電話の仕入を行っておりま

す。 

当企業集団が営む事業と関係会社等の当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

 

区 分 主  要  商  品 主  要  な  会  社 

製
品
小
売
業 

家
庭
用
電
気 

電気製品、石油器具、ガス器具、冷暖房機、時
計、カメラ、計量機器、医療機器、通信機器、教
育機器、事務用機器、コンピューター機器、磁気
テープ、レコード、携帯電話等 

当社、㈱東北ケーズデンキ、㈱モバイルシステ
ムひたちなか、㈱セブンデンキ、㈱ワンダーコ
ーポレーション 

（会社数 計５社） 

 

以上の企業集団について図示すると次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仕入） 

（商品供給） 

（仕入） 

（販売） 

（販売） 

（販売） 

（
店
舗
の
賃
借
） 

（
店
舗
の
賃
貸
） 

（
店
舗
の
賃
貸
借
） 

（販売） 

国 
 
 
 

内 
 
 
 

ユ 
 
 

ー 
 
 

ザ 
 
 

ー 

（販売） 

（
携
帯
電
話
取
扱
代
理
店
） 

（仕入） 

（国内家電メーカー又はその卸売会社等） 

（連結子会社） 
㈱東 北 ケ ー ズ デ ン キ 

(その他のフランチャイズ契約加盟店) 
㈱北 越 ケ ー ズ 
㈱ユ ー ア イ 電 器 
㈱ビ ッ グ ・ エ ス 
吉 田 商 事㈱ 
㈱ウ シ オ 
㈱シ ミ ズ デ ン キ 
㈱岡 島 
㈱正 一 電 気 
㈱浜 松 ケ ー ズ 
㈱ア リ デ ン 
㈱池 田 
㈱ヒ ダ カ 電 器 商 会 
㈱東 海 ケ ー ズ 
㈱フ ジ ヤ 

（関連会社）［持分法適用］ 
㈱セ ブ ン デ ン キ 

（関連会社）［持分法適用］ 

㈱ワンダーコーポレーション 

 
（連結子会社） 
㈱モバイルシステムひたちなか  

㈱ケーズデンキ 

 
（連結子会社） 
㈱デジックスケーズ 

（販売） 



－ － 7

４．中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成15年９月30日現在） 

前中間連結会計期間末 
 

（平成14年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年３月31日現在） 

期 別 
 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資 産 の 部）    ％   ％   ％ 

Ⅰ 流動資産           

１． 現 金 及 び 預 金 ※２  1,000   2,098   1,648  

２． 売 掛 金   7,168   5,098   7,947  

３． た な 卸 資 産   25,109   18,924   23,875  

４． 繰 延 税 金 資 産   409   359   460  

５． そ の 他 ※４  710   885   613  

６． 貸 倒 引 当 金   △  9   △  7   △  10  

流 動 資 産 合 計   34,387 47.8  27,358 46.9  34,534 50.2 

Ⅱ 固定資産           

１． 有 形 固 定 資 産           

(１) 建物及び構築物 ※２ 19,907   15,815   16,545   

減価償却累計額  6,671 13,236  5,753 10,061  6,217 10,328  

(２) 土 地 ※２  7,891   7,992   8,014  

(３) そ の 他  3,386   3,195   3,886   

減価償却累計額 1,931 1,455  1,595 1,599  1,792 2,093  

有 形固定資産合計  22,584 31.4  19,652 33.6  20,437 29.8 

２． 無 形 固 定 資 産          

(１) 連結調整勘定  138   143   177  

(２) そ の 他  572   603   596  

無 形固定資産合計  710 1.0  746 1.3  773 1.1 

３． 投資その他の資産          

(１) 投資有価証券 ※１ ※２  2,234   1,354   1,778  

(２) 長 期 貸 付 金   5,493   4,690   5,170  

(３) 差入敷金保証金  5,132   3,504   4,855  

(４) 繰延税金資産  200   162   174  

(５) そ の 他  1,233   1,001   1,116  

(６) 貸 倒 引 当 金  △  6   △  89   △ 95  

投資その他の資産合計  14,288 19.8  10,624 18.2  12,999 18.9 

固 定 資 産 合 計  37,582 52.2  31,023 53.1  34,210 49.8 

Ⅲ 繰延資産   0 0.0  0 0.0  0 0.0 

資 産 合 計   71,971 100.0  58,382 100.0  68,745 100.0 

           
 



－ － 11 

中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

         （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 
 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前中間連結会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度の要約 
連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

  期  別 
 

科  目 

金    額 金    額 金    額  
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー     
1. 税金等調整前中間(当期)純利益  1,815 1,015 3,445 
2. 減価償却費  746 603 1,238 
3. 有価証券売却損益  △   64 14 △    0 
4. 有価証券評価損  － 120 228 
5. 固定資産売却損益  65 △   392 △   391 
6. 固定資産除却損  54 － 13 
7. ゴルフ会員権評価損  － 14 14 
8. 賞与引当金の増加額  73 9 42 
9. 退職給付引当金の増加額  76 59 117 
10. 受取利息及び受取配当金  △   66 △   58 △   120 
11. 支払利息  116 117 224 
12. 売上債権の減少(△増加)額  779 819 △  2,024 
13. たな卸資産の減少(△増加)額  △  1,233 4,861 △   89 
14. 仕入債務の増加(△減少)額  △  2,518 △  3,410 2,764 
15. その他  262 △  1,149 △   289 

小   計  107 2,625 5,173 
16. 利息及び配当金の受取額  24 23 49 
17. 利息の支払額  △   118 △     126 △   235 
18. 法人税等の支払額  △   671 △    946 △  1,944 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △   657 1,576 3,043 
     

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー     
1. 定期預金の預入による支出  － － △   30 
2. 定期預金の払戻による収入  － － 30 
3. 有形固定資産の取得による支出  △  3,002 △  2,798 △  4,068 
4. 有形固定資産の売却による収入  64 612 645 
5. 投資有価証券の取得による支出  △   255 △   169 △   296 
6. 投資有価証券の売却による収入  195 70 182 
7. 子会社株式の追加取得による支出  － － △   331 
8. 関連会社株式の新規取得による支出  － － △   528 
9. 新規連結子会社株式の取得による支出 ※２ － － △  1,178 
10. 貸付けによる支出  △   973 △    7 △   560 
11. 貸付金の回収による収入  206 210 411 
12. 差入保証金の差入による支出  △   158 △   33 △  1,082 
13. 差入保証金の回収による収入  170 88 174 
14. その他  68 △   11 △   57 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △  3,684 △  2,040 △  6,687 
     

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
 

 
1. 短期借入金の純増(△減)額  1,160 △   400 1,660 
2. 長期借入による収入  5,500 2,500 5,000 
3. 長期借入金の返済による支出  △  2,260 △  1,856 △  3,683 
4. 自己株式取得による支出 △   359 △    0 △    1 
5. 株式の発行による収入  － 38 38 
6. 配当金の支払額  △   346 △   344 △   344 
7. 少数株主への配当金の支払額  △    0 △    0 △    0 

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,692 △    63 2,667 
     

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加(△減少)額  △   648 △   527 △   976 
Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高  1,618 2,595 2,595 

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 970 2,068 1,618  
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社は、㈱東北ケーズデン
キ、㈱モバイルシステムひたちなか
及び㈱デジックスケーズの３社であ
ります。 
 
 
 
 
 
 
 

（２）非連結子会社はありません｡ 
２．持分法の適用に関する事項 
関連会社である㈱セブンデンキ及
び㈱ワンダーコーポレーションの２
社について持分法を適用しておりま
す。持分法を適用しない非連結子会
社及び関連会社はありません。 
 
 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する
事項 
連結子会社の中間決算日は、中間
連結決算日と一致しております。 
４．会計処理基準に関する事項 
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
ａ．その他有価証券 
時価のあるもの 
中間連結会計期間末日の市場価格
等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は、移動平均法
により算定） 
時価のないもの 
移動平均法による原価法 

②たな卸資産 
ａ．商 品 
先入先出法による低価法 
ただしＡＶソフト等一部の商品に
ついては売価還元法による原価法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社は、㈱東北ケーズデン
キ及び㈱モバイルシステムひたちな
かの２社であります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）  同 左 
２．持分法の適用に関する事項 
関連会社である㈱セブンデンキに
ついて持分法を適用しております。
持分法を適用しない非連結子会社及
び関連会社はありません。 
 
 
 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する
事項 
  同 左 
 

４．会計処理基準に関する事項 
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
ａ．その他有価証券 
時価のあるもの 
  同 左 
 
 
 
 
時価のないもの 
  同 左 
②たな卸資産 
ａ．商 品 
先入先出法による低価法 
ただしＡＶソフト等一部の商品に
ついては売価還元法による原価法 
（会計処理の変更） 
従来、商品の評価基準及び評価方
法は売価還元法による原価法によっ
ておりましたが、当中間連結会計期
間から先入先出法による低価法（た
だしＡＶソフト等一部の商品につい
ては売価還元法による原価法）に変
更いたしました。この変更は、当中
間連結会計期間に新コンピューター
システムが導入された結果、先入先
出法による低価法の評価計算が可能
となったことから、より適正な期間
損益計算を行うこと及び今後の経済
環境の変化に対応し財政状態の健全

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社は㈱東北ケーズデン
キ、㈱モバイルシステムひたちなか
及び㈱デジックスケーズの３社であ
ります。 
連結子会社のうち、㈱デジックス
ケーズは、当連結会計年度に新たに
株式を取得した会社であり、当連結
会計年度より連結の範囲に含めてお
ります。なお、みなし取得日を期末
日としているため、貸借対照表のみ
連結しております。 

（２）  同 左 
２．持分法の適用に関する事項 
関連会社である㈱セブンデンキ及
び㈱ワンダーコーポレーションの２
社について持分法を適用しておりま
す。 
なお、当連結会計年度に関連会社
となった㈱ワンダーコーポレーショ
ンはその重要性から持分法を適用し
ております。 
３．連結子会社の事業年度等に関する事
項 
連結子会社の事業年度の末日は、
連結決算日と一致しております。 
４．会計処理基準に関する事項 
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
ａ．その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価
法 
（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は、移動平均法
により算定） 
時価のないもの 
  同 左 
②たな卸資産 
ａ．商 品 
先入先出法による低価法 
ただしＡＶソフト等一部の商品に
ついては売価還元法による原価法 
（会計処理の変更） 
従来、商品の評価基準及び評価方
法は売価還元法による原価法によっ
ておりましたが、当連結会計年度か
ら先入先出法による低価法（ただし
ＡＶソフト等一部の商品については
売価還元法による原価法）に変更い
たしました。この変更は、当連結会
計年度に新コンピューターシステム
が導入された結果、先入先出法による
低価法の評価計算が可能となったこ
とから、より適正な期間損益計算を
行うこと及び今後の経済環境の変化
に対応し財政状態の健全化を図るこ


